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第４　審査の結果

　審査に付された一般会計歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書の計数は、いずれも関係法令に準拠して作成されており、それぞれ関係

諸帳簿及び証拠書類と照合した結果、誤りのないものと認められた。また予算執行及び事務処理に

ついても、例月出納検査を通じて検査・監査した結果、概ね良好に処理されていた。

令和５年度朝霞和光資源循環組合一般会計歳入歳出決算審査意見書

第１　審査の対象

令和５年度朝霞和光資源循環組合一般会計歳入歳出決算

第２　審査の期間

令和６年６月２８日（金）

第３　審査の方法

　この決算審査に当たっては、管理者から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細
書、実質収支に関する調書、財産に関する調書並びに提出された資料に基づき、決算計数の正確
性を確認するとともに、予算が適正かつ効率的に執行されているか、事務事業が効果的、経済的に
執行されているかを主眼とし、関係職員の説明を聴取し、例月出納検査の結果を参考にしながら審
査を実施した。
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朝霞和光資源循環組合　一般会計決算の概要

１　決算の状況

　令和５年度の決算額は、予算現額 １０億８，６８０万９，０００円に対して、歳入は１０億２，８９３万
５，８０９円で、歳出は９億９，９９０万７，２４６円となり、歳入歳出差引額は２，９０２万８，５６３円、実
質収支額は２，３９８万７，１４５円となっている。
　歳入歳出決算状況は、次表のとおりである。

（単位：円、％）

区分 令和５年度 令和４年度 増減額 対前年比

予算現額 1,086,809,000 987,026,000 99,783,000 110.1

104.2

歳出総額 Ｂ 999,907,246 934,162,641 65,744,605 107.0

Ａ 1,028,935,809 987,027,477 41,908,332歳入総額

積立金 Ｇ 257,934,602

皆増

歳入歳出差引額
Ｃ 29,028,563 52,864,836 ▲ 23,836,273 54.9

（Ａ－Ｂ）

翌年度に繰り越すべき
財源

Ｄ 5,041,418 ― 5,041,418

45.4

単年度収支 Ｆ ▲ 28,877,691 ▲ 49,673,767 20,796,076 58.1

実質収支 （Ｃ－Ｄ） Ｅ 23,987,145 52,864,836

皆増

277,582,681 ▲ 19,648,079

Ｈ 0 ― 0

92.9

繰上償還金 0.0

※　単年度収支＝当該年度の実質収支　－　前年度の実質収支

▲ 28,877,691

実質単年度収支
189,016,911 227,908,914 ▲ 38,892,003 82.9

（F+G+H-I）

基金取り崩し額 Ｉ 40,040,000 ― 40,040,000
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※　構成比：収入済額合計に占める比率

※　収入済額は、構成市（朝霞市、和光市）からの負担金収入である。

※　収入済額は、行政財産使用料収入である。

※　収入済額は、財政調整基金運用利子である。

２　歳入

　（1）　歳入の概要

　決算額は１０億２，８９３万５，８０９円で、予算現額１０億８，６８０万９,０００円に対して５,７８７万
３,１９１円の減となり、収入率は９４．７％である。また、調定額１０億２，８９３万５，８０９円に対す
る収入率は１００．０％である。
　決算額の内訳は、次表のとおりである。

（単位：円、％）

款
令和5年度 令和4年度 対前年比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 対前年比

106.2

国庫支出金 6,160,000 0.6 － － 6,160,000 皆増

分担金及び負
担金

453,263,000 44.1 426,679,000 43.2 26,584,000

使用料及び手
数料

3,000 0.0 3,000 0.0 0 100.0

財産収入 2,766 0.0 78 0.0 2,688 3,546.2

皆増

繰越金 52,864,836 5.1 102,538,603 10.4 ▲ 49,673,767 51.6

繰入金 40,040,000 3.9 － － 40,040,000

諸収入 2,207 0.0 3,106,796 0.3 ▲ 3,104,589 0.1

組合債 476,600,000 46.3 454,700,000 46.1 21,900,000 104.8

収入率

453,263,000 453,263,000 453,263,000 0 0 100.0

104.2

　（2）歳入の収入状況

　　　歳入の状況を款別にみると、次のとおりである。

　　第１款　分担金及び負担金

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

合　　計 1,028,935,809 100.0 987,027,477 100.0 41,908,332

6,233,000 6,160,000 6,160,000 0 0 98.8

　　第２款　国庫支出金

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

3,000 3,000 3,000 0 0 100.0

　　第３款　使用料及び手数料

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

3,000 2,766 2,766 0 0 92.2

　　第４款　財産収入

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率
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※　構成比：支出済額合計に占める比率

40,040,000 40,040,000 40,040,000 0 0 100.0

　　第５款　繰入金

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

52,865,000 52,864,836 52,864,836 0 0 100.0

　　第６款　繰越金

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

2,000 2,207 2,207 0 0 110.4

※　収入済額は、前年度繰越金朝霞市分（28,006,141円）と和光市分（24,858,695円）である。

　　第７款　諸収入

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

534,400,000 476,600,000 476,600,000 0 0 89.2

　　第８款　組合債

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

※　収入済額は、ごみ広域処理施設用地取得事業債である。

３　歳出

　（1）　歳出の概要

　決算額は9億9,990万7,246円で、予算現額10億8,680万9,000円に対して8,690万1,754円の
減となり、執行率は92.0％である。
　決算額の内訳は、次表のとおりである。

（単位：円、％）

款
令和５年度 令和４年度 対前年比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 対前年比

総務費 85,718,845 8.6 83,841,425 9.0

議会費 2,895,406 0.3 3,081,236 0.3

1,877,420 102.2

94.0▲ 185,830

公債費 117,493,936 11.7 52,550,798 5.6

衛生費 535,864,457 53.6 517,106,501 55.4 18,757,956 103.6

予備費 0 0.0 0 0.0

諸支出金 257,934,602 25.8 277,582,681 29.7

0

▲ 19,648,079 92.9

※　収入済額は、財政調整基金からの繰入金である。

※　収入済額は、歳計現金預金利子、歳計外現金預金利子である。

65,744,605 107.0合　計 999,907,246 100.0 934,162,641 100.0

64,943,138 223.6

-
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歳出の状況を款別にみると、次のとおりである。

※　支出済額で主なものは、一般職給、職員手当等、共済組合負担金、業務委託料（コン
　ピュータ関連機器保守委託料、人事給与システム保守委託料等）、事務機器等借上料（財
　務会計システム等）等である。
※　不用額の主なものは、給料、職員手当等、需用費等である。

※　支出済額の主なものは、議員報酬、議員期末手当、業務委託料（会議録作成業務委託
　料）である。

　（2）　歳出の執行状況

　　第１款　議会費

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

3,118,000 2,895,406 0 222,594 92.9

87,951,000 85,718,845 0 2,232,155 97.5

　　第２款　総務費

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

※　支出済額で主なものは、業務委託料（ごみ広域処理施設整備基本計画策定等業務委託
　料等）、負担金及び会費（系統連系工事費負担金）、土地購入費である。
※　不用額の主なものは、業務委託料(ごみ広域処理施設建設用地雑草刈払等業務委託等）
　である。

　　第３款　衛生費

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

599,743,000 535,864,457 62,741,418 1,137,125 89.3

※　支出済額は、財政調整基金積立金である。前年度歳計剰余金等、和光市平準化分、運
　用利子である。

※　支出済額は、元金償還金及び利子償還金である。

　　第４款　公債費

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

130,062,000 117,493,936 0 12,568,064 90.3

257,935,000 257,934,602 0 398 100.0

　　第５款　諸支出金

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

　　第６款　予備費

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

8,000,000 0 0 8,000,000 0.0

※　予備費の充用なし。
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（単位：人、円）

報酬 給料 職員手当等 計

議会費 議会費 10 2,196,000 0 513,000 2,709,000 0 2,709,000

総務費 27 905,000 35,999,000 30,476,000 67,380,000 13,609,000 80,989,000

総務管理費 25 677,000 35,999,000 30,476,000 67,152,000 13,609,000 80,761,000

監査委員費 2 228,000 0 0 228,000 0 228,000

衛生費 清掃費 12 45,000 0 0 45,000 0 45,000

49 3,146,000 35,999,000 30,989,000 70,134,000 13,609,000 83,743,000

（単位：人、円）

報酬 給料 職員手当等 計

議会費 議会費 10 2,137,076 0 415,740 2,552,816 0 2,552,816

総務費 16 802,766 35,246,400 30,301,543 66,350,709 13,247,755 79,598,464

総務管理費 14 582,000 35,246,400 30,301,543 66,129,943 13,247,755 79,377,698

監査委員費 2 220,766 0 0 220,766 0 220,766

衛生費 清掃費 2 23,000 0 0 23,000 0 23,000

28 2,962,842 35,246,400 30,717,283 68,926,525 13,247,755 82,174,280

※　人員は、支給実人数とする。

４　給与費の状況

区　　分

当初予算上の給与費

人員
給　　与　　費

共済費 合  計

合　　計

合　　計

区　　分

決算上の給与費

人員
給　　与　　費

共済費 合  計
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行政財産（土地）

行政財産（建物）

普通財産（土地）

普通財産（建物）

財政調整基金(朝霞市分）

財政調整基金(和光市分）

財政調整基金(合計）

軽自動車 1 0 1

電子計算機（パソコン以外） 3 0 3

パソコン 9 0 9

コピー機 1 0 1

　該当なし

５　財産の状況

　（1）　公有財産（土地・建物）

（単位：㎡）

区　分
前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末現
在高

10,087.00 3,890.00 13,977.00

0.00 0.00

　（2）　基金

0.00

0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00

（単位：円）

区　分
前年度末
現在高

令和５年度中の増減高 決算年度末
現在高積立額 取崩額

43,733,942 27,006,565 25,372,948 45,367,559

241,755,760 230,928,037 14,667,052 458,016,745

285,489,702 257,934,602 40,040,000 503,384,304

　（3）　物品（１件１０万円以上の備品）

区　分
前年度
末現在

高

決算年
度中増
減高

決算年
度末現
在高

備　　考

公用車１台

サーバ関連機器１台、ネットワーク機器１
台、財務システム用通信機器１台

デスクトップ８台、ノートパソコン１台

複合機１台

　（4）　債権
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No

1

2

3

4

5

6

7

8

６　地方債残高の状況

　（１）　地方債残高

（単位：円）

区分
令和４年度末

現在高

令和５年度中の増減 令和５年度末
現在本年度起債額 本年度元金償還額

計 762,635,000 476,600,000 114,805,000 1,124,430,000

衛生債 762,635,000 476,600,000 114,805,000 1,124,430,000

　（２）　地方債償還状況等一覧表

（単位：千円）

借入
年度

事業名 借入先 当初借入額 年利率
令和5年度
末現在高

償還終了
予定年月日

元利償還金
の負担割合

R13.9.25 均等割

R3
広域処理施設用地
取得事業債

武蔵野銀行 182,700 0.1600% 137,025 R13.9.25 均等割

R3
広域処理施設用地
取得事業債

武蔵野銀行 126,100 0.1400% 94,575

R13.9.25 均等割

R4
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 275,800 0.2460% 234,430 R14.9.27 均等割

R3
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 69,700 0.2590% 52,275

R15.3.25 均等割

R5
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 153,100 0.3240% 137,790 R15.3.25 均等割

R4
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 178,900 0.2870% 161,010

R15.9.26 均等割

R5
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 123,900 0.5750% 117,705 R15.9.26 均等割

R5
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 199,600 0.7500% 189,620

計 1,309,800 1,124,430

8



　不用額（10万円以上の各節）

款 項（目） 節 不用額（円） 説明

給料 752,600 人事異動のため。

職員手当等 174,457 人事異動のため。

共済費 361,245 人事異動のため。

報償費 132,000 法律相談がなかったため。

需用費 252,500
消耗品の購入及び燃料費の支出が少な
かったため。

役務費 204,785 通信運搬費が見込みより少なかったため。

衛生費
清掃費
（施設建設
費）

委託料 1,103,487
建設予定地内の雑草刈払等の管理委託費
について、当初の見込みより少ない経費で
管理できたため

公債費
（元金）

10,685,000
本年度の借入分について、借入時期を後
ろ倒ししたことにより返済回数が減少したた
め。

公債費
（利子）

1,883,064
本年度の借入分について、借入時期を後
ろ倒ししたことにより返済回数が減少したた
め。

公債費

７　不用額の状況

総務費
総務管理費
（一般管理
費）

償還金・利子及び割引
料
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（単位：円）

方法 選定数

自 R5.4.1

至 R6.3.31

自 R2.10.1

至 R7.9.30

自 R2.10.1

至 R7.9.30

自 R2.10.1

至 R7.9.30

自 R5.8.21

至 R5.11.30

自 R3.5.25

至 R7.3.31

自 R5.4.3

至 R5.4.24

自 R5.6.5

至 R5.6.26

自 R5.7.10

至 R5.7.24

自 R5.9.25

至 R5.10.23

自 R6.1.12

至 R6.2.2

８　委託業務調

区分 番号 業務名 契約期間
予算額

（本年度）
契約額
（税込）

長期契約に
おける本年
度分

支出済額 委託業者名

契約

備考

随意契約

1

財務会計システム
利用料（101,200円
／月）も含めた契
約額

2 単価契約

総
務
費

1
コンピュータ関連機器
等運用保守委託

792,000 6,415,200 792,000 792,000
日本情報シ
ステム株式
会社

随意契約

3

議
会
費

1 会議録作成業務委託 347,000 77円／頁 － 339,240
株式会社会
議録研究所

1

グループウェア利
用料及び仮想サー
バ利用料（40,920
円／月）も含めた
契約額

2 複合機保守委託 126,000

基本料金
1,650円／月
従量料金ﾓﾉｸ
ﾛ
0.8円／枚
従量料金ｶﾗｰ
8円／枚

－ 110,730
日本情報シ
ステム株式
会社

随意契約 1 一部単価契約

株式会社エ
イト日本技
術開発
北関東支店

公募型プロ
ポーザル

人事給与システム運用
保守委託

462,000 8,382,000 462,000 462,000
株式会社内
田洋行

随意契約

2 ごみ広域処理施設建設用地雑草刈払等業務委託（単価契約その１）1,331,000 65,604 － 65,604

3
債務負担行為
令和3年度
～令和6年度

198,000

地方創生コ
ンサルティ
ング株式会
社

随意契約 1

深井　宏之 随意契約 1 単価契約

4
統一的な基準による財
務書類等作成支援業務

253,000 198,000 －

18,480,000 18,480,000

1

深井　宏之 随意契約 1 単価契約

4
ごみ広域処理施設建設
用地雑草刈払等業務委
託（単価契約その３）

同上 65,604 － 65,604 深井　宏之 随意契約 1 単価契約

3 ごみ広域処理施設建設用地雑草刈払等業務委託（単価契約その２）同上 105,435 － 105,435

衛
生
費

1
ごみ広域処理施設整備
基本計画策定等業務委
託

18,700,000 79,860,000

単価契約

6
ごみ広域処理施設建設
用地雑草刈払等業務委
託（単価契約その５）

同上 105,435 － 105,435 深井　宏之 随意契約 1 単価契約

5
ごみ広域処理施設建設
用地雑草刈払等業務委
託（単価契約その４）

同上 105,435 － 105,435 深井　宏之 随意契約
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第６　意見

①

②

③

④

配当された予算については計画的かつ効率的に執行するとともに、その目的が達成できるよう着実
な執行管理に努めること。

事務事業の執行については、国庫補助金等の確保を図るとともに、経費節減に取り組まれ、より一
層効率的・効果的な財政運営に努めること。

事業者選定は、施設の設計・施工から稼働後の運営までを一体的に行う事業者決定となることか
ら、より一層の事務の透明性、公平性、公正性及び競争性の確保に努めること。

　令和５年度の決算額は、歳入は１０億２，８９３万５，８０９円で、歳出は９億９，９９０万７，２４６円で、

歳入歳出差引は２，９０２万８，５６３円、実質収支は２，３９８万７，１４５円となっている。

　主な歳出は、総務費の人件費及び事務運営、ごみ広域処理施設整備基本計画策定等業務委託

料、系統連系工事負担金、衛生費の土地購入費の支出であった。

  ごみ広域処理施設整備においては、令和５年４月に施設建設の入札公告を行ったものの、入札

参加者から入札辞退届の提出があり、入札参加者が不在となったため、令和５年８月に入札を中止

している。　このため、設計仕様の変更、設計金額の見直しを行い、令和６年度に再度入札を公告

して事業者を選定し施設整備を進めていく予定となっている。なお、用地買収の契約状況は、令和

６年３月末現在、１００％で計画通りの進捗状況であった。

　主な財源を構成市の負担金としている組合は、これまで以上に効率的かつ効果的に事務事業を

進めていくため、次の点に留意して取り組まれるよう要望する。

今後も構成市との連携をより密にし、一層の経済性・効率性・有効性・透明性に留意した適正な事
務運営に努めること。
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